
 

国土強靱化、防災・減災対策等の充実強化に関する決議 
 

 我が国は、その自然条件から、地震、津波、台風、豪雨、火山噴火、豪雪、竜

巻など、これまで数多くの災害に見舞われてきた。昨年においても、８月の前線

に伴う大雨による水害や、令和元年房総半島台風に伴う風害や停電、令和元年東

日本台風及び台風 21 号に伴う風水害、更に本年の令和２年７月豪雨による河川

氾濫など、大規模な災害が頻発しており、住民生活に深刻な影響を及ぼしている

だけでなく、地方創生の取組等にも影を落としているところである。 

現在、被災した自治体においては災害復旧・復興に向けた取組を進めているほ

か、都市自治体においては、様々な防災・減災対策の充実強化に取り組んでいる

が、今後も気候変動に伴う降水量の増加や、南海トラフ地震や首都直下地震等の

大規模災害の発生も懸念されている。あわせて、新型コロナウイルス感染症拡大

により、避難所の確保や、感染症対策に配慮した運営も課題となっている。 

これらの災害による被害等を可能な限り抑止し、住民の生命と財産を守り、地

方創生の取組等を進めていくため、国土強靱化及び防災・減災に向けた取組をよ

り一層進めていくことが急務となっている。 

また、インフラの維持管理を適切に行うことにより、防災効果を高めることが

できるが、都市自治体の財源は限られており、必要となる点検や維持修繕の実施

に支障が生じていることから、老朽化対策も推進する必要がある。 

よって、国は、国土強靱化、防災・減災対策及び被災地の復旧・復興に向けた

支援の充実強化を図るよう、下記事項について、迅速かつ万全の措置を講じられ

たい。 

 

記 

 

１．国土強靱化に向けた取組の充実強化について 

（１）近年頻発する大規模災害にかんがみ、強靱な国土づくりを強力かつ継続的

に進めるため、令和２年度までとなっている「防災・減災、国土強靱化のた

めの３か年緊急対策」に続き、事業期間を５か年とした計画を立て、老朽化

対策等も対象とするなど対象事業を拡大のうえ、当初予算において、通常予

算とは別枠で必要な事業費を確保すること。 

（２）道路、河川、砂防、上下水道等の社会資本整備を地方においても集中的に

推進するため、防災・安全交付金、社会資本整備総合交付金等を確保するな

ど、国土強靱化と防災・減災対策を加速するための財源を十分確保すること。 

   また、事業年度が令和２年度までとされている緊急防災・減災事業債、防



 

災・減災・国土強靱化緊急対策事業債及び緊急自然災害防止対策事業債につ

いては、引き続き防災・減災対策を充実強化させることが必要であるため、

対象事業を拡大する等の地方財政措置の拡充を図るとともに、令和３年度以

降も継続的に災害対策事業を実施できるよう期限を延長すること。 

（３）災害時においても物資等を運搬できるよう、高速道路のミッシングリンク

の解消、ダブルネットワーク化、暫定２車線区間の４車線化等の道路ネット

ワークの機能強化、無電柱化等の実施による災害に強い道路整備を実現する

こと。 

 

２．生活・経済を支え、安全・安心を確保するためのインフラの機能確保について 

  橋梁、トンネル、河川施設、下水道、公園、港湾施設等の構造物のうち、機

能に支障が生じる可能性があり、早急に措置を講ずべき施設については、短期

集中的な対策及び安全性の確保に必要な予算を確保すること。 

また、インフラの予防保全への本格転換を促進するため、都市自治体が管理

する膨大な量の構造物のみならず、国や県等が管理する構造物について、適切

に予防保全型の点検、維持管理・更新を持続的に実施できるよう、インフラ整

備の予算とは別枠で、必要となる財源を継続的かつ十分に確保すること。 

 

３．地震・津波・火山噴火対策の充実強化について 

（１）国と地方が連携して地震対策に取り組んでいくために、地域の実情を十分

配慮のうえ、「国土強靱化基本計画」、「南海トラフ地震防災対策推進基本計

画」、「首都直下地震緊急対策推進基本計画」等の諸計画を着実に推進するこ

と。 

   また、国土強靱化基本法に基づき都市自治体が策定する国土強靱化地域計

画について、気候変動や社会情勢に応じて柔軟な計画策定・改定ができるよ

う財政措置を講じること。 

（２）津波対策等として、防潮堤や水門などの津波防護施設を早期に整備すると

ともに、既存の堤防等の耐震化等について財政措置を講じること。 

また、被災後の物流網の早期復旧や膨大な災害廃棄物の迅速な処理等のた

め、ガントリークレーンの整備等、港湾施設の充実強化を図ること。 

（３）火山噴火による被害を最小限とするため、監視・観測体制の充実強化を図

るとともに、国及び都道府県の主導による広域的な組織体制の構築や、実践

的な防災対策、風評被害対策を講じること。 

 

４．台風・豪雨・雪害対策の充実強化について 



 

（１）「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に基づく河川合流部等

の堤防強化策や堤防かさ上げ等に係る取組を加速化・深化させるとともに、

河川関係施設等の整備や補修等必要な対策が迅速かつ計画的に実施できる

よう十分な予算を確保すること。 

   また、都市自治体が管理する河川の改修、老朽化対策及び維持管理に係る

財政措置を拡充すること。 

（２）計画規模を超える降雨を想定した内水浸水対策の抜本的な強化を図るとと

もに十分な財政措置を講じること。 

また、排水機場や排水ポンプ車の増強などによる排水処理体制の強化措置

を併せて講じること。 

（３）土砂災害に備えるため、砂防関係施設の重点的な整備や気象観測体制の強

化など、ハード・ソフト一体となった総合的な対策を講じるとともに、土砂

災害対策の推進に係る十分な支援措置を講じること。 

（４）近年の豪雨災害を踏まえ、住民の自主的な避難行動につながるよう、危機

管理型水位計や河川監視カメラの増設、地方自治体による適時的確な避難勧

告等の発令に資する災害予測システムなど、新たな技術を活用した住民の目

線に立った防災情報提供方法の開発などハード・ソフト面の充実強化を図る

ため、大幅な予算の拡充など必要な措置を講じること。 

（５）大規模な災害によるブラックアウト（大規模停電）を回避するため、非常

用電源や燃油供給体制の構築、電力系統の増強、さらには地域における電源

の分散化など、引き続き電力供給の強靱化を図ること。 

   また、停電発生時においては、被害状況及び復旧の見通しを迅速かつ的確

に情報発信を行うとともに、早期の復旧に向けた体制を確保すること。 

（６）大雪時の道路交通を確保するため、都市自治体の道路除排雪経費に係る財

政措置に万全を期すとともに、将来にわたり持続的に除排雪体制が確保され

るよう除雪オペレーターの確保・育成支援に取り組むこと。 

   また、人口減少、高齢化の顕著な豪雪地帯における共助による雪処理の担

い手確保や安全な屋根の雪下ろしの体制づくりなどを積極的に支援するこ

と。 

 

５．防災・減災対策の充実強化について 

（１）平常時の予防対策から応急対策、復旧・復興対策を総合的に推進する広域

ブロックの中核的な防災拠点となる「基幹的広域防災拠点」を、国の責任に

おいて全ブロックに早期に整備すること。 

（２）災害時の緊急避難場所や避難所として指定されている避難施設の建替えや



 

耐震補強及び学校体育館等の空調設置等の環境整備について、必要な財政措

置を講じること。 

（３）災害に強い情報通信インフラを構築するとともに、災害に関する的確な情

報を多様な手段で提供するなど、被災エリアのすべての人々の命を守る行動

を支援する仕組みの充実強化に努めること。 

（４）災害発生時における広域的かつ機動的な危機管理体制を確保するため、国

は、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等の迅速な派遣及び支援を実施するとともに、平常

時から自治体とホットラインを確立するなど、地方との連携強化に努めるこ

と。また、被災地支援の強化に必要な地方整備局等の人員・資機材等を確保

するなど、災害対応のための組織体制の充実及び機能の強化を令和３年度以

降も継続的に図ること。 

（５）国においては、地方と連携を図りながら、防災能力向上のための危機管理

研修や、ハザードマップ等を活用した実践的な防災訓練等の充実強化を図る

こと。 

（６）現行の水害におけるり災判定について、被害の実態に即し、かつ迅速な判

定が可能となるような判断基準の設定を検討すること。 

 

６．被災地支援の充実強化について 

（１）被災地の早期復旧を図るため、被災自治体の実情を踏まえた、人的・財政

的な支援を積極的かつ継続的に講じるとともに、被災者の生活再建への支援

や、災害廃棄物処理の支援など、被災地の一日も早い復旧・復興のために必

要な支援の充実強化を図ること。 

（２）被災自治体への支援を効果的に行うため、支援物資の提供、職員派遣、避

難先確保等の地方自治体間の支援について、災害救助法及び関係する諸制度

に位置づけたうえで、幅広く財政措置を講じること。 

（３）被災自治体において、復旧・復興を担う技術職員等の専門人材が不足して

いることから、必要な人材確保や被災自治体への職員派遣について、引き続

き必要な措置を講じること。 

（４）被災した施設等を、従前よりも災害に強い構造で復旧できるよう、改良復

旧事業の積極的な推進を図ること。また、現行構造基準へ適合した復旧を災

害復旧事業とすることを認め、さらに、改良復旧事業の要件緩和を行うなど、

地域の実態を踏まえた制度改正を図ること。 

（５）災害救助法に基づく住宅応急修理制度において、水害による応急修理の審

査事務の簡素化や制度の対象範囲について、現場の実態に即した見直しを図

ること。 



 

７．新型コロナウイルス感染症対策関係について 

  大雨や台風などの自然災害に備え、避難所等での感染症対策を促進するため、

必要な資機材の確保等について財政措置を講じること。 

 

８．公立小・中学校の整備費について 

  公立小・中学校の整備費について、都市自治体が新増築・解体・老朽化対策・

防災機能の強化等の事業を計画的に実施できるよう、当初予算において必要額

を確保し、速やかに事業採択するとともに、対象事業の拡大や補助率の引上げ

及び補助単価の実態に即した改善等の財政措置の拡充を図ること。 

  特に、空調設備の設置及び維持・管理、トイレ改修、給食施設整備等につい

ては、学習環境の早急な改善が図られるよう、十分な財政措置を講じること。 

 

  以上決議する。 

 

  令和２年 11 月 12 日 

全 国 市 長 会 


